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コ
ロ
ナ
禍
に
あ
っ
て
Ｅ
Ｓ
Ｇ
投
資
拡
大
の
勢
い
は
増
し
て
い
る
。

キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
や
利
益
率
な
ど
の
財
務
情
報
に
加
え
て
、環
境
・

社
会
・
ガ
バ
ナ
ン
ス
な
ど
の
非
財
務
情
報
を
考
慮
し
た
投
資
を
指

し
、
二
〇
〇
六
年
に
ア
ナ
ン
国
連
事
務
総
長
（
当
時
）
が
機
関
投
資

家
に
提
唱
し
た
「
責
任
投
資
原
則
（Principles for Responsible 

Investm
ent

、
以
下
Ｐ
Ｒ
Ｉ
）」
が
Ｅ
Ｓ
Ｇ
概
念
の
始
ま
り
だ
。
Ｐ

Ｒ
Ｉ
は
、
機
関
投
資
家
が
投
資
の
意
思
決
定
プ
ロ
セ
ス
や
、
株
主
と

し
て
の
行
動
に
お
い
て
、
Ｅ
Ｓ
Ｇ
の
考
慮
を
求
め
る
６
つ
の
原
則
と

前
文
か
ら
な
る
。
Ｐ
Ｒ
Ｉ
に
署
名
し
、
受
け
入
れ
を
表
明
し
た
機
関

数
は
〇
六
年
三
月
の
六
三
機
関
か
ら
二
一
年
三
月
に
は
三
八
二
六
機

関
に
、
合
計
の
運
用
資
産
は
六
・
五
兆
ド
ル
か
ら
一
二
一
・
三
兆
ド
ル

（
一
ド
ル
＝
一
一
五
円
換
算
で
一
万
三
九
五
〇
兆
円
）
に
拡
大
し
て

い
る
。

　

Ｅ
Ｓ
Ｇ
投
資
の
対
象
と
な
る
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
債
市
場
も
拡
大
し
て
い

る
。
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
債
に
は
、
環
境
に
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
な
影
響
を
与
え
る
グ

リ
ー
ン
ボ
ン
ド
、
社
会
的
課
題
に
取
り
組
む
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
資
金

を
調
達
す
る
ソ
ー
シ
ャ
ル
ボ
ン
ド
、
双
方
に
貢
献
す
る
サ
ス
テ
ナ
ビ

リ
テ
ィ
ボ
ン
ド
な
ど
が
あ
る
。
コ
ロ
ナ
禍
で
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル

ス
感
染
症
対
策
支
援
を
目
的
と
す
る
い
わ
ゆ
る
ソ
ー
シ
ャ
ル
ボ
ン
ド

（
コ
ロ
ナ
債
）
の
発
行
も
拡
大
、
最
も
発
行
額
が
多
い
グ
リ
ー
ン
ボ

ン
ド
で
は
、
欧
州
連
合
（
Ｅ
Ｕ
）
が
コ
ロ
ナ
禍
か
ら
の
復
興
の
た
め

に
創
設
し
た
復
興
基
金
「
次
世
代
Ｅ
Ｕ
」
の
た
め
の
発
行
を
開
始
す

る
な
ど
の
新
た
な
動
き
が
見
ら
れ
た
。

Ｅ
Ｓ
Ｇ
シ
フ
ト
と
グ
リ
ー
ン
フ
レ
ー
シ
ョ
ン

　

国
連
の
「
持
続
可
能
な
開
発
の
た
め
の
二
〇
三
〇
ア
ジ
ェ
ン
ダ
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（
二
〇
一
五
年
九
月
採
択
）」、「
パ
リ
協
定
（
一
五
年
一
二
月
採
択
）」

と
い
う
持
続
可
能
な
経
済
・
社
会
に
向
け
た
世
界
的
な
目
標
の
実
現

に
は
膨
大
な
資
金
を
必
要
と
す
る
。
Ｅ
Ｓ
Ｇ
投
資
の
拡
大
、
サ
ス
テ

ナ
ブ
ル
フ
ァ
イ
ナ
ン
ン
ス
市
場
の
拡
大
は
、
コ
ロ
ナ
禍
で
も
目
標
実

現
へ
の
流
れ
が
途
絶
え
て
い
な
い
こ
と
を
示
す
も
の
で
心
強
い
。

　

だ
が
、
急
激
な
マ
ネ
ー
の
流
れ
の
変
化
に
は
副
作
用
も
あ
る
。
脱

炭
素
へ
の
急
激
な
シ
フ
ト
は
、
コ
ロ
ナ
禍
か
ら
の
復
興
の
プ
ロ
セ
ス

で
の
イ
ン
フ
レ
が
予
想
よ
り
も
長
期
化
し
て
い
る
原
因
の
一
つ
と
見

ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
て
い
る
。
化
石
燃
料
へ
の
投
資
は
、
Ｅ
Ｓ
Ｇ
投

資
の
対
象
外
と
な
る
。
脱
炭
素
化
の
進
展
と
と
も
に
価
値
が
毀
損
し

座
礁
資
産
と
な
る
恐
れ
が
あ
る
。
グ
リ
ー
ン
と
イ
ン
フ
レ
ー
シ
ョ
ン

を
組
み
合
わ
せ
た
「
グ
リ
ー
ン
フ
レ
ー
シ
ョ
ン
」
の
一
因
は
、
再
生

可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
不
安
定
性
の
問
題
が
未
解
決
の
段
階
で
、
化
石

燃
料
へ
の
需
要
よ
り
速
く
投
資
が
減
少
し
た
こ
と
に
あ
る
。

　

グ
リ
ー
ン
フ
レ
ー
シ
ョ
ン
に
直
面
す
る
Ｅ
Ｕ
で
は
、
エ
ネ
ル
ギ
ー

貧
困
層
な
ど
へ
の
所
得
補
償
と
い
う
短
期
的
な
負
担
軽
減
策
と
と
も

に
、
移
行
期
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給
の
安
定
化
の
た
め
、
原
子
力
と
ガ

ス
を
経
済
活
動
の
環
境
貢
献
度
を
測
る
分
類
基
準
「
Ｅ
Ｕ
タ
ク
ソ
ノ

ミ
ー
」
で
「
持
続
可
能
」
に
分
類
し
、
投
資
の
流
れ
を
妨
げ
な
い
よ

う
に
し
よ
う
と
の
動
き
も
見
ら
れ
る
。

　

持
続
可
能
な
世
界
に
向
か
う
移
行
期
に
は
、
脱
炭
素
化
と
経
済
成

長
の
両
立
だ
け
で
な
く
、
物
価
の
安
定
を
加
え
て
の
鼎
立
が
共
通
の

課
題
と
な
る
だ
ろ
う
。
●

図 ＰＲＩ署名機関数・運用資産残高

（年）

（兆ドル）

（注）各年３月末時点
（資料）ＰＲＩのデータ（https://www.unpri.org/pri/about-the-pri）を基に作成
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